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   出資団体監査の結果について（報告） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項の規定に基づき、出資団体監

査を実施したので、同条第９項の規定により、その結果を別紙のとおり報告いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



出資団体監査結果報告書 

 

１ 監査基準 

  本監査は、前橋市監査委員監査基準（令和２年前橋市監査委員告示第１号）に準拠し

実施しました。 

 

２ 監査対象団体 

本市が資本金など４分の１以上を出資又は出捐している団体（出資団体）のうち、下記

の団体を抽出し監査しました。 

公立大学法人前橋工科大学（所管課：行政管理課） 

     

３ 監査期間 

令和４年８月２４日から同年１０月１２日まで 

 

４ 監査対象 

令和３年度における当該団体への出資に係る出納その他の事務の執行。ただし、必要

に応じて令和４年度も対象としました。 

 

５ 監査方法 

出資に関する資料等あらかじめ提出を求めた監査資料に基づき、団体から概要聴取を

行い、関係書類等を抽出により調査するとともに、団体関係者及び市所管課職員から説

明を聴取するなどの方法により監査を実施しました。 

なお、監査に当たっては、次に掲げる項目に主眼を置き実施しました。 

  （団体関係） 

   ・出資目的に沿った事業運営が行われているか。 

・会計規程等諸規程は整備されているか。 

・会計規程等にのっとった経理処理がされているか。また、事業成績及び財政状況

は適正に決算諸表等に表示されているか。 

・出納関係帳票の整備及び記帳は適正か。また、領収書等の証拠書類の整備及び保

存は適切か。 

・会計処理上の責任体制は確立しているか。また、チェック機能が働く体制となっ

ているか。 

・資金の運用は適切か。また、経費節減は図られているか。 

  （所管課関係） 

・出資による権利は財産台帳に登録され、決算書類に適正に表示されているか。 

・出資団体の経営成績及び財政状態を十分把握し、適切な指導監督を行っているか。 

 

６ 監査結果 

出資に係る出納その他の事務については、おおむね適正に執行されていると認められ

ましたが、一部に改善を要する事項や事務の検討を要望する事項がありました。 

なお、事務処理上留意すべき軽微な事項については、監査執行の際に団体に対して改

善等を指導しました。 

 



(1) 公立大学法人前橋工科大学（指摘事項３件、要望事項２件） 

ア 契約事務について（指摘事項） 

(ｱ) 契約手続について 
学科再編に伴う教員居室等の引越業務、学科再編に伴う大学院生室の引越業務

において、次のとおり不適正な事務処理が行われていた。 
契約事務取扱細則、事務決裁規程にのっとり、適正な事務処理を行うよう改善

されたい。 
    ａ 契約事務取扱細則第２５条において準用する第６条第３項で、予定価格調書

を封書としなければならないと規定しているにもかかわらず、封筒に入れて保

管しておらず、秘密の保持が確保できていなかった。 
    ｂ 契約事務取扱細則第３１条において、契約金額が 50 万円以下の契約は契約書

の作成を省略できると規定しているが、契約金額が 50 万円を超えているにもか

かわらず、契約書の作成を省略し請書を徴していた。 

    ｃ 契約締結の報告において、事務決裁規程第３条の規定により課長が決裁すべ

きところ、その決裁が漏れていた。 
   (ｲ) 契約書の記載事項等について 

  契約書の記載事項等において、次のとおり不適正な事務処理が行われていたの

で、適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

 ａ 実験棟２産業廃棄物等処理業務、廃棄物収集運搬処理業務において、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律施行令第６条の２第４号で規定する契約書に記載

すべき事項である受注者の事業の範囲、委託する産業廃棄物の種類及び数量等

の記載がなかった。 

ｂ 科学研究費申請書レビュー業務の契約書において、会計規程第２６条に規定

する契約書に記載しなければならない事項のうち、契約の目的が記載されてい

なかった。また、契約金額に相当する対価について、同契約書第５条第１項に

「本業務の実施対価は、（別紙）研究支援単価表に基づき算定するものとする。」

と規定しているが、当該単価表を添付していなかった。 
   (ｳ) 工事請負契約書の規定不足について 

前橋工科大学で発注する工事においては、契約事務取扱細則第４５条で規定す

る建設工事請負契約書により請負契約を締結することとしているが、前橋工科大

学バス停ルーフ設置工事ほか３工事において、同条規定と異なる契約書で請負契

約を締結していたため、受注者に対して火災保険等に付すことの義務付けを設け

ていないなど、請負契約に必要とされる規定が不足していた。 

契約事務取扱細則に規定する建設工事請負契約書により請負契約を締結し、適

正な事務処理を行うよう改善されたい。 

イ 契約事務について（要望事項） 

(ｱ) 工事完了届の事務処理について 

市で発注する工事に適用される「工事検査の手引き」では、受注者から提出さ

れた工事完成通知書を受理した後、課長が検査員、検査日時を決定することとさ

れているが、前橋工科大学バス停ルーフ設置工事ほか３工事において、受注者が

提出した工事完了届後の検査員等の決定を要する課長決裁を受ける前に完成検査

を行っていた。 

前橋工科大学は、工事手続の実施等について、市と「公立大学法人前橋工科大



学の修繕及び整備工事支援に関する協定書」を締結し、工事監理や検査等の支援

及び技術的な助言を受けられることや、前橋工科大学で発注する工事の件数が少

ないことなどから、工事発注等に係る手引書などを作成していない。 

ついては、今後、適正な工事発注等の事務処理を行えるよう、前橋工科大学に

おいては、市に準じた「工事検査の手引き」などを制定するよう検討されたい。 

(ｲ) 工事手続の事務処理について 

工事手続において、契約内容や検査手続等を定めた工事に関する手引書などを

設けていないことから、工事完了届の課長決裁を受ける前に完成検査を行ってい

るものがあったほか、契約事務取扱細則で規定する建設工事請負契約書を使用し

ていないものがあるなど、適正な工事手続であるか疑義が生じる状況であった。 

また、前橋工科大学と市が締結している「公立大学法人前橋工科大学の修繕及

び整備工事支援に関する協定書」は、工事監理や検査等の支援及び技術的な助言

を受けられるとしている。しかし、専門的な技術や工事手続の知識を備えた法人

職員が配置されていない中、当該協定に基づく支援及び技術的な助言のみで、今

後、適正に工事手続の事務処理を実施することが可能かどうか、市所管課などと

協議し、必要に応じ協定書の内容の見直しを検討されたい。 

 

(2) 行政管理課（要望事項１件） 

ア 契約事務について（要望事項） 

(ｱ) 工事手続の事務処理について 

行政管理課が所管する前橋工科大学における工事手続においては、前橋工科大

学として契約内容や検査手続等を定めた工事に関する手引書などを設けていない

ことから、工事完了届の課長決裁を受ける前に完成検査を行っているものがあっ

たほか、契約事務取扱細則で規定する建設工事請負契約書を使用していないもの

があるなど、適正な工事手続であるか疑義が生じる状況であった。 

こうした状況を踏まえ、市所管課としては、市の「工事検査の手引き」等を参

考に、契約内容や検査手続等を定めた工事に関する手引書などを作成するよう指

導されたい。 

また、市と前橋工科大学が締結している「公立大学法人前橋工科大学の修繕及

び整備工事支援に関する協定書」は、工事監理や検査等の支援及び技術的な助言

を受けられるとしている。しかし、専門的な技術や工事手続の知識を備えた法人

職員が配置されていない中、当該協定に基づく支援及び技術的な助言のみで、今

後、適正に工事手続の事務処理を実施することが可能かどうか、市所管課におい

ては前橋工科大学及び市関係課と協議し、必要に応じ協定書の内容の見直しを検

討されたい。 
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